
日常生活用具給付事業 

 

日常生活を便利に又は容易にするために必要な用具の給付を行います。身体障害者

手帳や医師の診断書等により判断します。購入後申請しても、制度は適用できません。

必ず事前申請をお願いします。自己負担率については、次のとおりです。対象の用具に

ついては、4ページの種目表をご参照ください。 

所 得 階 層 区 分 自己負担率 

障がい者 

生活保護受給世帯 

本人及び配偶者が市民税非課税 
負担 なし 

本人が市民税非課税かつ配偶者が市民税課税 ５％ 負担 

本人が市民税課税 １０％ 負担 

※ただし、平成 18年 10月から補装具から日常生活用具となった品目については５％ 

（点字器・頭部保護帽・人工喉頭・ストマ装具・紙おむつ・歩行補助杖・収尿器） 

障がい児 

保護者が市民税非課税世帯 負担 なし 

保護者が市民税課税世帯 ５％ 負担 

 

※６５歳以上の方、介護保険制度第２号の特定疾病に該当する方は、介護保険が優先と

なるため、対象者は介護保険制度を利用するものとします。 

〈介護保険優先となる種目〉 

特殊寝台、特殊マット、特殊尿器、体位変換器、移動用リフト、入浴補助用具、便器、移

動・移乗支援用具、居宅生活動作補助用具 

 

問い合わせ先：障がい福祉課、高齢介護課 


